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京都府中小企業団体中央会

思いやり　人にもらうと　うれしいな　今度はぼくから　感謝の気持ち
京都人権啓発推進会議／京都府中小企業団体中央会

「第70回中小企業団体全国大会」を開催
　本会と全国中小企業団体中央会は9月12日（水）、上七軒歌舞練場と西陣織会館において、大串正樹　経済産業

大臣政務官等の臨席の下、第70回中小企業団体全国大会を開催、全国から中小企業団体の関係者等約2,000名が

参集した。京都での開催は35年ぶり3回目となり、記念すべき70回目の今大会は「明治150年　歴史と文化、地

域を支える中小企業が未来を拓く」をテーマとし、上七軒歌舞練場での大会の模様をインターネット中継により西

陣織会館へ配信するという、これまでにない試みとなった。

　大会の他に上七軒歌舞練場では、本会女性部によるお茶席接待や本会主催の感謝の夕べ、また西陣織会館では、

華道「未生流笹岡」家元の笹岡隆甫氏による生花パフォーマンスや宮川町歌舞会による素囃子の他、「京都物産展」

と題した食品・伝統工芸品の展示販売と実演、中小企業をテーマに据えた2つの対談等を併催し、大きな盛り上が

りを見せた。

　多大なるご支援・ご協力のもと、無事に終了することができました。厚くお礼申し上げます。

上七軒歌舞練場 お茶席接待 感謝の夕べ

宮川町歌舞会による素囃子 京都物産展 門川市長と青木会長の対談
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　大会は、大村功作　全国中小企業団体中央会会長の挨拶により開会、渡邉隆夫会長の開催地挨拶の後、西脇隆俊　
京都府知事と門川大作　京都市長による歓迎の挨拶が述べられた。

　続いて、ご来賓の大串正樹　経済産業大臣政務官、牧原英樹　厚生労働副大臣、上月良祐　農林水産大臣政務官、
関根正裕　商工中金代表取締役社長よりご祝辞をいただいた。

　渡邉会長が議長に、小正芳史　鹿児島県中小企業団体中央会会長、稲山
幹夫　福井県中小企業団体中央会会長がそれぞれ副議長に選任されて議事
が進行。豪雨、台風、地震等各地で発生した自然災害に対する対策の拡充、
中小企業・小規模事業者の生産性向上支援等の強化、中小企業組合・中央
会等に対する支援の強化等 16 項目を決議した。

第 70 回中小企業団体全国大会決議
Ⅰ . 経済の好循環を実感できる中小企業・小規模事業者の生産性向上支援等の強化
　1. 中小企業・小規模事業者対策の加速化 2. 生産性向上・経営力強化に対する支援の拡充
　3. 事業承継・後継者育成支援の拡充 4. 中小企業組合・中央会等に対する支援の拡充
Ⅱ . 地域活性化を担う中小企業・小規模事業者に対する支援の拡充
　1. 官公需対策の強力な推進 2. 海外展開に対する支援の拡充
　3. まちづくりの推進、中心市街地の再生支援
Ⅲ . 震災復旧・復興支援、豪雨等による災害対策の拡充
　1. 震災、豪雨災害に対する復旧・復興の更なる推進 2. 福島の復興・創生に向けたきめ細かな対策の実施
　3. 地域の防災・減災対策の強化と国土強靭化の推進
Ⅳ . 中小企業・小規模事業者の積極的な事業活動を支える環境整備
　1. 中小企業金融施策の拡充 2. 中小企業・組合税制の拡充
　3. 中小製造業等の持続的発展の推進 4. 卸売・小売業、サービス業、流通・物流業に対する支援の拡充
　5. 中小企業の実態に応じた独禁法の執行 6. 中小企業の実態を踏まえた労働・雇用・社会保障対策の推進

第70回中小企業団体全国大会

開会挨拶
大村功作　全国中央会会長

開催地挨拶
渡邉隆夫　会長

歓迎の挨拶
西脇隆俊　京都府知事

歓迎の挨拶
門川大作　京都市長

ご来賓祝辞
大串正樹　経済産業大臣政務官

ご来賓祝辞
牧原英樹　厚生労働副大臣

ご来賓祝辞
上月良祐　農林水産大臣政務官

ご来賓祝辞
関根正裕　商工中金代表取締役社長

（左から）小正副議長、渡邉議長、稲山副議長
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　決議に際しての長谷川正己　愛知県中小企業団体中央会会長の意見発表に対し、山口泰明　自由民主党組織運動
本部長、竹内譲　公明党中小企業活性化対策本部副本部長より政党代表として挨拶が述べられた。さらに、大会の
意義を内外に表明するため、本会女性部の伊庭節子　京都府中小企業女性中央会会長が「大会宣言」を高らかに宣
し、満場の拍手の下、採択された。

　また本大会では、優良組合（39組合）、組合功労者（73名）、中央会優秀専従
者（21名）の表彰が執り行われ、京都府からは組合功労者として、田中雅一氏（京
都仏具協同組合理事長）、竝川孝氏（京都府自動車整備商工組合副理事長）が受
賞され、組合功労者の総代として、田中氏が表彰状を受け取られた。

　次期全国大会については、平成31年11月7日（木）に鹿
児島県において開催することが発表され、大会旗が大村会長
から小正鹿児島県中央会会長へ継承され、小正会長が次期開
催地会長挨拶を行った。その後、高田坦史　（独）中小企業
基盤整備機構理事長の万歳三唱により閉会に至った。

意見発表
長谷川正己　愛知県中央会会長

政党代表挨拶
山口泰明　自由民主党組織運動本部長

政党代表挨拶
竹内譲　公明党中小企業活性化対

策本部副本部長

大会宣言
伊庭節子　京都府中小企業女性中

央会会長　

組合功労者表彰　総代受賞　田中雅一氏大会旗の継承
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第2部　第3章「小規模事業者の設備投資による労働生産性の向上」
　　　　第4章「小規模事業者の企業間連携及び事業承継による労働生産性の向上」より
　本誌8月号において、当該白書の第2部第3章及び第4章に焦点を当て、設備投資と売上高、設備投資と経常利益
の関連性、そして、企業間連携の課題等について考察した。そのなかで、設備投資を積極的に実施している事業者
ほど、売上高と経常利益は増加傾向にあることを確認した。また、企業間連携においては、業務効率化及び付加価
値向上の有効な手段と捉え、特に異業種で連携することの効果や連携先をつなげる支援策の必要性について触れた。
本号では、第3章と第4章の中から、設備投資により客数増加・在庫ロス減少につなげた企業、企業間連携により
地域活性化に取り組む企業の事例を紹介したい。

特集 2018年版 小規模企業白書からの事例紹介

LED 照明を導入し、客数増加・在庫ロス減少を実現した企業
　山形県寒河江市の有限会社すずか園（従業員2名、 資本金300万円）は、1967年に創業した生花販売店 である。
近年は、インターネット販売店との競合により、来店客数が減少傾向であった。
　これまでは店内が薄暗かったため、顧客に花の魅力を十分に感じてもらうことができなかった。寒河江市商工会
の経営指導員のアドバイスのもと、小規模事業者持続化補助金を活用して、店舗の照明器具一式をLED照明に交
換した。
　花をより美しく見せることができるようになり、展示方法も工夫することで明るい店舗となった。照明効果で気
軽に店舗に出入りできるようになり、新規客が増え、来客数は前年比50％増加し、売上も10％伸びた。LED照明
は従来の照明と比べ発生する熱が抑えられ、花の寿命を延ばすことにもつながった。結果として、在庫ロスが1割
減少し収益も向上した。
　「これからも花を身近に感じてもらうための取組を行っていきます。」と鈴木淳一社長は語る。

店舗の外観 鈴木淳一社長
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企業間連携で地域の観光振興に取り組む企業
　北海道札幌市の株式会社ダブルエムエンタテインメント（従業員なし、資本金1万円）は、自治体やイベント向
けにVR（ヴァーチャルリアリティ）コンテンツの制作・開発を行う小規模事業者である。三田健太社長は、
2000年代に趣味で行っていた動画投稿等を通じて知名度を高め、2009年に映像制作やWEBデザイン等を手掛け
る同社を設立した。 
　他社との差別化に悩む中、2014年末に流行の兆しを見せたVRに商機を感じ、VR機器とVR撮影用の全天球型
カメラを導入した。北海道美唄市のイベントの撮影中に同市の観光課職員と市長の目に留まり、 VRを使った市の
観光PRアプリ制作業務を受注した。2015年夏には同市の観光VRが完成し、これを使ってタイの観光博でPRし
た結果、美唄市へのタイからの来訪客は翌年11倍に増加した。三田社長のプロデュース力と動画作成技術が評価
され、道内の他の自治体との取引も増えている。
　営業、動画撮影、加工・編集に至る一連の業務は、基本的には三田社長が一人で対応してきたが、近年は人脈を
活かして、YouTuberへ編集業務の外注や、VRアプリの制作技術等を持つ企業との連携を進めている。IT系企業
の勉強会に参加した際に、三田社長は、富良野でレストランや土産店の運営を行う株式会社JEROPの吉田社長と
意気投合し、観光振興について共同プロジェクトを企画した。冬に富良野へ訪れた観光客に、ラベンダー畑のVR
動画を体験してもらい、夏の再訪を狙う取組である。同社が、超高精細8K映像で魅力あるVR動画を制作し、
JEROPの土産店内に設置した体験ブースで来訪客に提供した。JEROPが販売するラベンダーのアロマオイルを
使って、視覚・聴覚だけでなく嗅覚にも働きかけるなど新たな手法も試みている。このような企業間連携により観
光客が増えれば、同じ地域の企業の売上向上等、波及効果が期待される。
　「北海道が大好きだという気持ちと、社名に冠したエンタテイメント性を忘れずに、観光資源を掘り起こしてVRで
発信したい。地元自治体や民間企業と連携してVRを活用し観光振興する方策を考えていきたい。」と三田社長は語る。

三田健太社長 ラベンダー畑VRの様子（上）、VRゴーグル（下）

2018 年版「小規模企業白書」の全文は、中小企業庁のホームページでご覧になれます。
http://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H30/PDF/h30_pdf_mokujisyou.htm

　　【お問合せ先】　中小企業庁事業環境部調査室
　　　　　　　　　電話 :03-3501-1764　FAX:03-3501-1207

手続は簡単・無料！
秘密厳守で、迅速な解決を目指します



6 協 同 2018.10

中央会NEWS中央会NEWS

　本会では9月20日(木)、京都府中小企業会館において、京都弁護士協同組合、京都弁護士会・日本弁護士連合会
及び一般財団法人京都府中小企業センターと連携し「法律セミナー」を開催、中小企業の経営者や従業員を中心に
約40名が出席した。
　京都弁護士会所属　里内法律事務所の里内友貴子弁護士を講師に招き、働き方改革が要求されるに至った社会的
背景や、平成30年７月に公布された「働き方改革関連法」の概要とポイント、そして施行に向けての企業側での
備え等を中心とした内容であった。同関連法の目的として、①長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方の実現等、
②雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保が挙げられ、それぞれを実現していくための施策（残業時間の上限規
制、年5日間の年次有給休暇の取得、高度プロフェッショナル制度の創設等）について、図表も用いながらわかり
やすく解説いただいた。
　企業経営者や人事労務に携わる従業員の立場に立ち、施行に向けまず何を始めるべきか、また実際の裁判事例に
触れながら、判例がいかなる点に着目し正社員と契約社員間の諸手当の相違を不合理と判断したのかを具体的に聞
くことができ、参加者からも大変参考になった旨の声が聞かれた。
　セミナー終了後、無料法律相談会を実施、事前申込のあった組合（企業）が抱えている問題等について弁護士に
相談し、法的アドバイスを受けた。

セミナーの様子 講師の里内友貴子　氏

法律セミナー 「働き方改革関連法に備えよう！労働実務はこう変わる」を開催
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中小企業団体情報連絡員8月分報告より
■不安材料多く、今後の動向に注視が必要

快晴
� DI値�40以上

晴れ
� 20〜40未満

くもり
� 20未満〜△20未満

小雨
� △20〜△40未満

雨
� △40以上

業界景況天気図 概　　　　況

全　体
7月→8月

　　
一部の業界では好調に推移しているが、多くは依然として厳しい状況が窺える。中小企業を取り巻く経営環境は、消費の低迷、原
材料価格の上昇、人手不足等、不安材料が多く見られる中、豪雨や台風による大きな被害も見られ、今後の動向に注視が必要である。

製造業

7月

↓
8月

繊維工業
　　 依然として高値で推移している原料（生糸）代の負担も重く、9月以降の生産量を注視したい。

出版・印刷
　　 長らく続く景気の低迷や印刷需要の減退も相俟って、依然として厳しい経営環境下におかれている。

鉄鋼・金属
　　

8月度の景況は全体に上昇している。6月、7月の災害による影響で部品の遅れや生産が遅れていたが回復してきた
こともある。業界としては自動車関連（車載部品を含め）がやや増加しており、携帯電話の電池も増加している。

一般機械等
　　　　　

受注が比較的良好な状況が継続するなか、人員不足により納期対応が難しくなっている。採用難は、解決しなけれ
ばならない第一義的な課題となっており今後の経営に大きな問題を残す。

その他製造業
　　

プラスチック製品製造業では、受注は調整局面に入り鈍化気味で足踏み状態となった。パン・菓子製造業では、販売価格
が上がった影響か、連日の猛暑日の影響か、売上高が落ちて苦しい月であったようだ。

非製造業

7月

↓
8月

卸　　売
　　

生鮮食料品卸売業では、猛暑と台風の影響か水揚げが大きく減少している。繊維・衣服等卸売業では、販売不振に加え、
災害や天候不順などの外的要因が追い打ちをかけ苦況が続いている。

小　　売
　　

燃料小売業では、ガソリンの需要は猛暑により増加したものの台風の影響で減少となり、総じて減販となった。また、原油価格の
下落により販売価格も一部地域で値下りとなっているが、9月にはイラン産原油の輸入禁止情報もあり大幅な値上りが予想される。

商 店 街
　　

8月は前月の大阪府北部地震や台風、西日本豪雨の影響と連日の体温を超える記録的な酷暑の影響で、消費者の外出
の控えなどで購買が低迷していた。

サービス
　　

旅館・ホテル業では、7月に続き8月も低調の組合員が多いようだ。景気や天候の他、外国人客も減少の様子である。
自動車整備業では、車の著しい進化に取り残されないように日々努力をすることが必要になっている。

建　　設
　　

前月同様幾分かは上昇傾向であると感じた。震災・台風等、災害復旧・修復工事も更に増えている。慢性化してき
た技術者・技能者不足により、各業界とも対応・対策に困っている状況かと思われる。

運輸・倉庫
　　

道路旅客運送業では、猛暑続きの今夏、涼しいタクシーでチョイ乗り移動が多く見られ、例年になく忙しい夏になった。ひ
とりひとりの売上は上昇しているが、全体的な乗務員不足は相変わらずで会社全体の売上は収支改善にまでは至っていない。

京都経済お天気

新潮 45
会長コラム No.72

　驚いた。「新潮45」の休刊だ。杉田水脈議員が8月号で記した「LGBTには生産性がない」の一文
が物議を醸し、それに対する10月号の特集「そんなにおかしいか杉田水脈」が原因となった。
　先月のコラムにも書いたが、小生は、L（レズビアン）とG（ゲイ）はわかるが、B（バイセクシャル）
とT（トランスジェンダー）は正直知らなかった。これを知っていることが国際人の資格だとは…。
　言論の自由を声高に唱えるリベラルの人たち。この件に関しては言論を取り締まる側になってい
ないか。差別という非常に主観的な基準に基づき、自由な意見に弾圧を加えているが、そうやって
彼らは、多くのタブーを作り出し、独特の世界観を作り上げている。
　さて、経済の世界でも現代の日本は歪（いびつ）。金が金を生む「貨殖術」の社会。佐伯啓思先生

によれば、アリストテレス（古代ギリシャの哲学者）が金儲け主義を非難した言葉が「貨殖術」。中小企業の原点は、人々が
必要とするモノを作り出し、それを公正な価格で売ること。中小企業家の方々は、この誇りをもって日々を営んでいる。本
当の意味で国を支え、民を済（すく）っている。現在の金融を中心としたグローバル経済は決して国民を豊かにしない。貨
幣を得るだけの「貨殖術」は、経済（経国済民）ではないのだ。
　話は戻って「新潮45」。巻頭は曽野綾子先生が飾り、巻尾は佐伯啓思先生が締める。お二人とも立派な国際人。小生の大
好きな人たちであり、お気に入りの雑誌だった。進歩的といわれる一部の声高の人たちの言葉狩りに端を発した休刊は実に
残念だ。
　杉田水脈議員の文面の一部は確かに不適切かもしれないが、前後の文をしっかり読み、全体の主旨を理解するなら、LGBT
の人たちを意図的に傷つけたものではないことがわかるだろう。
　いろいろと書いたが、小生とにかく大好きな雑誌がなくなることが残念でならない。
　さて、前文「平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持しようと決意した」これこそ世界
の笑いもの。言論の自由を失くしてはならない。� 会長　渡邉　隆夫
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表紙タイトル「協同」背景色は、京都府印刷（工）が京にゆかりのある名前を
付した12色を創作したうちの「古都の空色」です。

必ずチェック 最低賃金！
 使用者も 労働者も

平成30年10月1日より京都府最低賃金（地域別最低賃金）
が26円引き上げられ、

時間額　882円　に改定されます。

※ 京都府最低賃金は、府内の事業場で働くすべての労働者
に適用されます。年齢、性別、雇用形態（常用・臨時・パー
ト・アルバイト等）、支払い形態（月給・日給・時間給）
の別を問いません。

　除外賃金　最低賃金には次の賃金は算入されません。
　　　　　　①精・皆勤手当、通勤手当、家族手当
　　　　　　②時間外・休日及び深夜割増賃金
　　　　　　③臨時に支払われる賃金
　　　　　　④1か月を超える期間ごとに支払われる
　　　　　　　賃金（賞与など）

お問い合わせ
　　　京都労働局労働基準部賃金室 ☎ 075-241-3215
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